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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第127期

第３四半期
連結累計期間

第128期
第３四半期
連結累計期間

第127期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 80,693 120,714 110,954

経常利益 (百万円) 2,047 4,623 2,661

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,620 3,390 2,355

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,922 3,461 3,094

純資産額 (百万円) 83,185 87,439 84,356

総資産額 (百万円) 121,124 145,737 122,982

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 29.93 62.63 43.52

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 68.7 60.0 68.6

回次
第127期

第３四半期
連結会計期間

第128期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 13.86 39.17

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間並びに前連結会計年度に係

る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）で営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前年同四半期連結累計期間及び前連結会計年度と

の比較・分析を行っております。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

経営成績の分析

（売上高、営業利益及び経常利益）

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、ワクチン接種が進むにつれ新型コロナウイルス感染症の拡大は抑

えられつつあり、個人消費や民間設備投資は持ち直しの動きが見られました。しかし、新たな変異株の流行や世

界的な半導体を中心とした部品供給不足の影響など、先行き不透明な状況となっております

当社グループの主力事業である鉄鋼業界におきましては、産業機械向けや建築向けの需要の回復により鉄鋼需

要は堅調に推移しました。

このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画（2019年度～2021年度）の方針に沿って、電気炉合理

化投資効果の発揮やグループ協働施策の実行など、重点施策を推進してまいりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高1,207億14百万円(前年同期比400億20百万円増)、

営業利益48億87百万円(前年同期比30億33百万円の増益)、経常利益46億23百万円(前年同期比25億76百万円の増

益)、親会社株主に帰属する四半期純利益33億90百万円（前年同期比17億70百万円の増益）となりました。

当第３四半期連結累計期間における各セグメントの業績は、次のとおりであります。

鉄鋼につきましては、前年同期に比べて鋼材販売数量の増加や、原料市況及び海外製品市況の上昇に伴う鋼材

販売価格の上昇により増収となりました。利益面では、スクラップ、鋼片や合金鉄などの主副原料価格の上昇や

エネルギーコストの増加などがありましたが、鋼材販売数量の増加や販売価格の上昇などにより、前年同期比で

増益となりました。これらの結果、売上高は1,189億16百万円(前年同期比398億90百万円増)、経常利益は45億94

百万円(前年同期比28億20百万円の増益)となりました。

エンジニアリングにつきましては、海洋部門及び建設部門の受注が増加したことなどにより、売上高は11億86

百万円(前年同期比１億49百万円増)、経常利益は８百万円(前年同期比22百万円の増益)となりました。

不動産につきましては、賃貸収入を中心に安定した収益を確保し、売上高は６億11百万円(前年同期比19百万

円減)、経常利益は４億14百万円(前年同期比37百万円の減益)となりました。
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（親会社株主に帰属する四半期純利益）

当第３四半期連結累計期間の特別利益は、株式会社中山棒線との合併に伴う抱合せ株式消滅差益２億20百万円

や、関係会社事業損失引当金戻入額29百万円、固定資産売却益28百万円など、合計２億89百万円を計上しました

（前年同期比１百万円増）。

当第３四半期連結累計期間の特別損失は、固定資産除却損１億69百万円など、合計１億80百万円を計上しまし

た（前年同期比１億12百万円減）。

税金費用は、当第３四半期連結累計期間において法人税、住民税及び事業税14億24百万円（前年同期比10億39

百万円増）、法人税等調整額△82百万円（前年同期比１億18百万円減）を計上したことにより、前年同期に比べ

９億20百万円増加し、13億41百万円となりました。

以上の結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期に比べ17億70百万円増加し、33億90百万円とな

りました。

財政状態の分析

（流動資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、952億63百万円（前連結会計年度末751億60百万円）

となり、201億３百万円増加しました。その主な要因は、受取手形、売掛金及び契約資産（287億46百万円から

282億60百万円へ4億85百万円の減少）が減少しましたが、現金及び預金（183億28百万円から194億40百万円へ11

億11百万円の増加）、電子記録債権（47億54百万円から80億33百万円へ32億78百万円の増加）、並びに棚卸資産

（商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品）（206億32百万円から377億37百万円へ171億５百万円の増加）が

増加したことによるものであります。

（固定資産）

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、504億74百万円（前連結会計年度末478億22百万円）

となり、26億51百万円増加しました。その主な要因は、設備投資による増加19億87百万円、株式会社中山棒線の

吸収合併による増加19億26百万円、減価償却実施による減少17億６百万円並びに差入保証金が増加（18億73百万

円から23億55百万円へ4億82百万円の増加）したことによるものであります。

（流動負債及び固定負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計（流動負債及び固定負債）の残高は、582億98百万円（前連結

会計年度末386億26百万円）となり、196億72百万円増加しました。その主な要因は、支払手形及び買掛金（173

億91百万円から318億89百万円へ144億97百万円の増加）、電子記録債務（8億15百万円から15億51百万円へ7億35

百万円の増加）、有利子負債（短期借入金、長期借入金及び社債）（67億51百万円から101億23百万円へ33億71

百万円の増加）、及び未払法人税等（3億25百万円から12億16百万円へ8億91百万円の増加）が増加したことによ

るものであります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、874億39百万円（前連結会計年度末843億56百万円）と

なり、30億82百万円増加しました。その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上（33億90百万

円）及び利益剰余金による配当金の支払（３億78百万円の減少）によるものであります。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３百万円であります。
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(4) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、前年同期に比べ、鉄鋼の圧延鋼材及び加工鋼材の生産量、鉄鋼の受注高及

び受注残高、並びに鉄鋼の売上高がそれぞれ著しく増加しております。

製造業向けを中心に国内鉄鋼需要は回復傾向にあり、これに伴い鋼材販売数量が増加、鋼材販売価格も大幅に上

昇し、鉄鋼受注高も大幅に増加しました。このような状況から、前年同期比で圧延鋼材の生産量は24.1％、加工鋼

材は19.4％、鉄鋼の受注高は74.1％、鉄鋼の受注残高は74.0％、鉄鋼の売上高は50.5％、それぞれ増加しました。

３ 【経営上の重要な契約等】

　当社は、2021年12月14日開催の取締役会において、2022年４月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である

中山三星建材株式会社を吸収合併（以下「本合併」）することを決議し、同日、中山三星建材株式会社との間で合併

契約を締結しております。

　本合併の概要は以下のとおりであります。

（1）本合併の目的

当社は、2019～2021 年度の中期経営計画において、基本方針の一つに「グループ一体経営の推進による連結収

益最大化」を掲げ、グループの販売品種構成の最適化と高付加価値商品の拡販を目指すとともに、加工ビジネス

（Ｃ形鋼・パイプ製品、縞板製品）をグループ一体となって推進しております。

　 中山三星建材株式会社は、北海道から九州まで全国９ヶ所に生産拠点を配置し、主力製品であるＣ形鋼やパイ

プ製品について地場密着の営業を展開しており、Ｃ形鋼ではトップメーカーです。

　 本合併により、加工ビジネスへの取り組みを一段と加速させるとともに、一層の効率的な経営を推進し、当社

グループのシナジーを拡大いたします。その実現を通じて、当社グループの総合力強化を図ってまいります。

（2）本合併の方式

当社を存続会社とし、中山三星建材株式会社を消滅会社とする吸収合併であります。

（3）本合併に係る割当ての内容

当社の完全子会社との合併であり、株式の割当てその他の対価の交付は行いません。

（4）本合併の期日

2022年４月１日（予定）

（5）本合併による引継資産・負債の状況

当社は、合併期日（効力発生日）において、中山三星建材株式会社の一切の資産、負債及びその他の権利義務

を承継いたします。

（6）本合併後存続会社となる会社の概要

商号 株式会社中山製鋼所

所在地 大阪市大正区船町一丁目１番66号

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 箱守 一昭

事業内容 鉄鋼製品の製造・販売ほか

資本金 20,044百万円
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 63,079,256 63,079,256
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は、100株であり
ます。

計 63,079,256 63,079,256 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年10月１日～
2021年12月31日

― 63,079,256 ― 20,044 ― 16,977

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である2021年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 275,700

― ―

(相互保有株式)
普通株式 8,666,600

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 54,089,600 540,896 ―

単元未満株式 普通株式 47,356 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 63,079,256 ― ―

総株主の議決権 ― 540,896 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権は１個）含まれており

ます。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式８株及び相互保有株式255株の合計263株が含まれており

ます。

② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)

㈱中山製鋼所
大阪市大正区船町１丁目
１番66号

275,700 ― 275,700 0.43

（相互保有株式）

中山三星建材㈱
堺市堺区山本町６丁
124番地

2,519,400 ― 2,519,400 3.99

中山通商㈱
大阪市西区南堀江１丁目
12番19号

2,266,400 ― 2,266,400 3.59

三星海運㈱
大阪市西区新町４丁目
19番９号

1,947,100 ― 1,947,100 3.08

三星商事㈱
大阪市西区南堀江１丁目
12番19号

1,933,700 ― 1,933,700 3.06

計 ― 8,942,300 ― 8,942,300 14.17

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,328 19,440

受取手形、売掛金及び契約資産 28,746 ※2 28,260

電子記録債権 4,754 ※2 8,033

商品及び製品 9,962 15,610

仕掛品 2,547 3,833

原材料及び貯蔵品 8,122 18,293

その他 2,730 1,886

貸倒引当金 △31 △94

流動資産合計 75,160 95,263

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,697 6,793

機械及び装置（純額） 10,931 12,845

土地 23,128 23,043

その他（純額） 1,016 1,101

有形固定資産合計 41,773 43,784

無形固定資産 281 287

投資その他の資産

投資有価証券 2,592 2,738

差入保証金 1,873 2,355

その他 1,340 1,350

貸倒引当金 △39 △41

投資その他の資産合計 5,767 6,402

固定資産合計 47,822 50,474

資産合計 122,982 145,737
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 17,391 ※2 31,889

電子記録債務 815 ※2 1,551

短期借入金 6,352 9,750

１年内償還予定の社債 42 42

未払金 1,650 ※2 1,841

未払費用 1,134 1,638

未払法人税等 325 1,216

賞与引当金 797 364

環境対策引当金 34 18

災害損失引当金 15 －

その他 861 853

流動負債合計 29,421 49,166

固定負債

社債 69 48

長期借入金 288 282

繰延税金負債 3,224 3,178

再評価に係る繰延税金負債 1,001 1,001

環境対策引当金 442 424

解体撤去引当金 404 404

関係会社事業損失引当金 81 51

退職給付に係る負債 2,562 2,608

負ののれん 3 0

その他 1,127 1,130

固定負債合計 9,204 9,131

負債合計 38,626 58,298

純資産の部

株主資本

資本金 20,044 20,044

資本剰余金 7,826 7,826

利益剰余金 53,850 56,935

自己株式 △775 △775

株主資本合計 80,945 84,031

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 981 1,037

繰延ヘッジ損益 0 0

土地再評価差額金 2,522 2,448

退職給付に係る調整累計額 △92 △77

その他の包括利益累計額合計 3,411 3,408

純資産合計 84,356 87,439

負債純資産合計 122,982 145,737
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 80,693 120,714

売上原価 70,234 106,482

売上総利益 10,458 14,232

販売費及び一般管理費

販売費 4,069 4,667

一般管理費 4,535 4,676

販売費及び一般管理費合計 8,605 9,344

営業利益 1,853 4,887

営業外収益

受取利息 32 41

受取配当金 49 63

負ののれん償却額 139 2

持分法による投資利益 105 97

その他 222 132

営業外収益合計 548 337

営業外費用

支払利息 63 78

賃借料 111 110

補修費用 － ※1 223

工場事故関連損失 82 －

その他 97 188

営業外費用合計 355 601

経常利益 2,047 4,623

特別利益

抱合せ株式消滅差益 － ※2 220

関係会社事業損失引当金戻入額 39 29

固定資産売却益 ※3 16 ※3 28

環境対策引当金戻入額 65 11

スクラップ売却益 ※4 85 －

災害損失引当金戻入額 82 －

特別利益合計 288 289

特別損失

固定資産除却損 ※5 155 ※5 169

解約違約金 ※6 108 －

その他 30 11

特別損失合計 293 180

税金等調整前四半期純利益 2,041 4,732

法人税、住民税及び事業税 384 1,424

法人税等調整額 36 △82

法人税等合計 421 1,341

四半期純利益 1,620 3,390

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,620 3,390
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 1,620 3,390

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 264 56

繰延ヘッジ損益 △0 0

退職給付に係る調整額 37 15

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0

その他の包括利益合計 302 71

四半期包括利益 1,922 3,461

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,922 3,461

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首より適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、従来は売上原価に計上しておりました仕入の一部を、売上高から控除しております。

　また、有償支給取引の支給元としての取引において、従来は有償支給した仕掛品について消滅を認識し、支給品の

譲渡に係る売上総損益を認識しておりましたが、当該取引において、買い戻す義務を負っていることから、有償支給

した仕掛品について消滅を認識しないこととし、支給品の譲渡に係る売上総損益を認識しないことといたしました。

　さらに、有償支給取引の支給先としての取引において、従来は支給品の受け入れに係る仕入と加工後の支給品の譲

渡に係る売上を認識しておりましたが、支給元が買い戻す義務を負っていることから、支給品の受け入れに係る仕入

と加工後の支給品の譲渡に係る売上を相殺し、加工賃部分のみを収益として認識することといたしました。

　当該会計方針の変更は、原則として遡及適用され、前年同四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半

期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。ただし、収益認識会計基準第85項に定める以下の方法を適用し

ております。

（1）前連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約につい

て、比較情報を遡及的に修正しないこと

（2）当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に含ま

れる変動対価の額について、変動対価の額に関する不確実性が解消された時の金額を用いて比較情報を遡及

的に修正すること

（3）前連結会計年度内に開始して終了した契約について、前連結会計年度の四半期連結財務諸表を遡及的に修正

しないこと

（4）前連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件

に基づき、会計処理を行い、比較情報を遡及的に修正すること

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の仕掛品が43百万円、流動資産のその他が98百万円、流動

負債のその他が46百万円それぞれ増加し、商品及び製品が37百万円、原材料及び貯蔵品が60百万円、利益剰余金が３

百万円それぞれ減少しました。また、前第３四半期連結累計期間の売上高が17億85百万円、売上原価が17億82百万円

それぞれ減少し、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ３百万円減少しており

ます。また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高が減

少しておりますが、その影響は軽微であります。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示すること

としました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。
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(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　（税金費用の計算）

　税金費用につきましては、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(追加情報)

　当社及び連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグルー

プ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、

「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号

2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基

づいております。

(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 受取手形等割引高及び受取手形裏書譲渡高

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

受取手形割引高 730百万円 909百万円

電子記録債権割引高 － 158

※２ 期末日満期手形等の処理

期末日満期手形等の会計処理について、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日でありましたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

受取手形、売掛金及び契約資産 －百万円 1,678百万円

電子記録債権 － 1,265

割引手形 － 399

支払手形及び買掛金 － 3,117

電子記録債務 － 429

未払金 － 74

　３ 保証債務

従業員及び関係会社の金融機関借入金等について保証しております。

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

　従業員(住宅資金) 0百万円 －百万円

　ＮＳ北海製線㈱（注） 828 828

　日鉄ボルテン㈱（注） 291 291

　㈱サンマルコ（注） 100 100

合計 1,219 1,219

（注）保証極度額を記載しております。
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　４ 貸出コミットメントライン契約

当社は中期経営計画の遂行に必要な資金を調達するため、取引金融機関５行と貸出コミットメントライン契約を

締結しております。

当該契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

貸出コミットメントライン契約の
総額

5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 － 3,900

差引額 5,000 1,100

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 補修費用

　 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

　 主に、当社休止工場の港湾岸壁の補修に係るものであります。

※２ 抱合せ株式消滅差益

　 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

　 当社が、2021年10月１日に非連結子会社である株式会社中山棒線を吸収合併したことによるものであります。

※３ 固定資産売却益

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 2021

年４月１日 至 2021年12月31日)

主に、土地の売却によるものであります。

※４ スクラップ売却益

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

当社休止工場設備の解体に伴って発生したスクラップの売却によるものであります。

※５ 固定資産除却損

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 2021

年４月１日 至 2021年12月31日)

主に、機械及び装置の除却並びに当社休止工場設備の撤去費用によるものであります。

※６ 解約違約金

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

　連結子会社の専属輸送契約の途中解除によるものであります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 1,641百万円 1,706百万円

負ののれんの償却額 △139 △2

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日　至 2020年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 376 6.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

2020年11月５日
取締役会

普通株式 188 3.00 2020年９月30日 2020年12月１日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日　至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 188 3.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

2021年11月５日
取締役会

普通株式 251 4.00 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日　至 2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント
調整額

（百万円）

四半期連結

損益計算書

計上額

（百万円）

鉄鋼

（百万円）

エンジニア

リング

（百万円）

不動産

　

(百万円)

計

　

(百万円)

売上高

　外部顧客への売上高 79,025 1,036 631 80,693 － 80,693

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
101 37 230 370 △370 －

計 79,127 1,074 862 81,063 △370 80,693

セグメント利益又は損失(△)

(経常利益又は経常損失(△))
1,774 △14 452 2,212 △165 2,047

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

利 益
金 額
(百万円)

報告セグメント計 2,212

セグメント間取引消去 △57

全社営業外損益（注） △108

四半期連結損益計算書の経常利益 2,047

（注）全社営業外損益は、主に報告セグメントに帰属しない営業外収益と営業外費用の差額であります。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

報告セグメント
調整額

（百万円）

四半期連結

損益計算書

計上額

（百万円）

鉄鋼

（百万円）

エンジニア

リング

（百万円）

不動産

　

(百万円)

計

　

(百万円)

売上高

　顧客との契約から生じる収益 118,916 1,186 － 120,102 － 120,102

　その他の収益 － － 611 611 － 611

　外部顧客への売上高 118,916 1,186 611 120,714 － 120,714

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
172 83 328 583 △583 －

計 119,088 1,269 939 121,298 △583 120,714

セグメント利益

(経常利益)
4,594 8 414 5,018 △394 4,623

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

利 益
金 額
(百万円)

報告セグメント計 5,018

セグメント間取引消去 △5

全社営業外損益（注） △388

四半期連結損益計算書の経常利益 4,623

（注）全社営業外損益は、主に報告セグメントに帰属しない営業外収益と営業外費用の差額であります。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

　（会計方針の変更）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収

益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更してお

ります。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の利益又は損失の算定方法により作

成したものを記載しております。

(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

１株当たり四半期純利益 29円93銭 62円63銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 1,620 3,390

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

(百万円) 1,620 3,390

普通株式の期中平均株式数 (千株) 54,137 54,136

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

第128期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）中間配当について、2021年11月５日開催の取締役会におい

て、2021年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 251百万円

② １株当たりの金額 ４円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2021年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2022年２月９日

株式会社中山製鋼所

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
　 大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小林 礼治

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 溝 静太

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中山製

鋼所の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中山製鋼所及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

　

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

　



と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

　

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以 上

(注) １. 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。
２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年２月９日

【会社名】 株式会社中山製鋼所

【英訳名】 Nakayama Steel Works, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 箱 守 一 昭

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 大阪市大正区船町一丁目１番66号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社中山製鋼所 東京支店

(東京都中央区日本橋二丁目16番11号 日本橋セントラルスクエア

５階)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長箱守一昭は、当社の第128期第３四半期（自 2021年10月１日 至 2021年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


